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平成 31 年 3 月

2019 年度 2028 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

1,830 円 2,393 円

1,830 円 2,373 円

1,830 円 2,398 円

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

67人/ha

無

流域下水道に接続

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化
を推進するための計画に基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の
一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なもの
を選択すること（処理区の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成27年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成27年度

平成28年度 平成28年度

処 理 区 数 1処理区

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

無

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

平成29年度 平成29年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

基本使用料と従量使用料の二部使用料制
 基本使用料　20m3まで 1,700円（2か月につき）
 従量使用料　1m3につき
　20m3超 40m3まで 100円　40m3超 60m3まで 110円　60m3超 100m3まで 120円　100m3超 200m3まで 145円
　200m3超 400m3まで 180円　400m3超 600m3まで 215円　600m3を超えるもの 265円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（税抜き）

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

一般家庭用使用料と同じ。

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

一般家庭用使用料と同じ。

別添２－２

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

平成30年4月1日
全部適用

播磨町下水道事業経営戦略

平成5年度
（供用開始後25年）

播磨町

公共下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：
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③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析
表）を添付すること。

※添付した「経営比較分析表」に補足事項等がある場合は記載すること。
特になし。

職 員 数 上下水道グループ14名のうち、下水道事業担当7名。

該当なし。

該当なし。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除
く）。

事 業 運 営 組 織

水道事業及び下水道事業の効率的な運営と住民サービスの向上を目的として平成29年10月1日に水道グルー
プと下水道グループの統合を実施。

民 間 活 用 の 状 況

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

該当なし。

該当なし。

 イ　指定管理者制度

播磨町本荘雨水ポンプ場の維持管理業務を民間委託している。

※平成30年3月31日時点の構成

＜管理者の権限を行う長＞
町長

＜補佐・調整＞
理事

＜事務処理のための組織＞
上下水道グループ

（補助職員）上水7名、下水7名
◎水道担当統括（水道技術管理者） ◎下水道担当統括

工務チーム（4名 内下水2名）
リーダー：1名 チーム員：3名
取水、浄水、水道施設の管理、下水道（雨水、汚水）整備、排水整備 等

設備チーム（3名 内下水2名）
リーダー：1名 チーム員：2名
給水装置工事、排水設備工事、漏水修理、下水道水洗化の普及促進、
下水道管・ポンプ場の維持管理 等

経営チーム（5名 内下水2名）
リーダー：2名 チーム員：3名
水道の使用開閉栓受付、上下水道料金、下水道事業受益者負担金、経理 等
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２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り　　【参考資料３－７、３－８】

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

[施設･設備の更新投資見通し]　【参考資料２、３－４】
管渠については、1990～2000年度に布設されたものが多く、供用開始後20～30年程度経過しており、管渠の耐用年数（50年）に鑑みると、計
画期間中に更新投資が必要になることは想定されないが、将来の更新時の投資額は短期間で巨額になることが考えられるため、更新に向け
計画的に備える必要がある。
雨水ポンプ場については、2016年度に策定した本荘雨水ポンプ場長寿命化計画に基づき、2020年度までに当該施設の改築更新工事を実施
するものとする。
[施設･設備の新規投資見通し]　【参考資料３－５】
管渠については、市街化調整区域への新規拡張として計画期間中に約10億円程度の投資を見込む。
雨水ポンプ場については、本荘雨水ポンプ場の改築更新工事完了後に、浜田雨水ポンプ場の新設として計画期間中に約24億円程度の投資
を見込む。

[更新投資の平準化について]　【参考資料４－１、４－３】
2050年代以降の更新投資ピーク時には年間平均約5億円程度の事業費が必要となる見込みであるため、現時点では必要な投資に備えて資
金を留保しておくとともに、更新投資時期の前倒し等による平準化を図ることが改善策として考えられる。

モノ（投資）
・必要な更新投資が実施可能となるよう、長期的にも年間更新投資額を平準化する方策を検討する。
・ストックマネジメントの実施により適切な更新時期等の把握を行い、更新計画の策定の基礎とする。
ヒト（投資）
・更新投資時期の平準化を図り、継続的に事業（工事）を実施することで、技術的な知識・ノウハウの継承を図る。
・長期的な人員配置計画を作成し、人材のバランスを保つことを目指す。
カネ（財源）
・年間更新投資必要額の平準化を図り、短期的に巨額な財源が必要となることを避ける。
・ストックマネジメントの実施等により、更新投資必要額を精緻に見積もり、平準化のために必要な基礎的情報を得る。
・安定的な経営を実施するために、財務的な数値目標を設定する。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

[使用料収入の見通し]　【参考資料１－１～１－５、３－１～３－３】
使用料収入=有収水量×使用料単価で試算。
使用料単価は一定であるとの仮定のもとで将来の使用料収入を予測。
計画期間中は、人口減少が予測されるものの、水洗化率に若干の伸びが見込まれるため使用料収入についてはほぼ横ばいで推移すると予
測。長期的には、水洗化人口の減少により緩やかに減少していくと予想される。
[企業債の見通し]
新規企業債の発行額は、更新投資事業費の50％で試算。
管渠の初期整備の時期に発行した企業債の償還が終了していくことに伴い、借入金残高の減少が見込まれる。
ただし、更新投資が必要となってくる2050年頃以降には、人口1人当たり借入金残高が再度上昇してくることが予測される。
[一般会計繰入金の見通し]　【参考資料３－６】
平成30年度予算額を基準として試算。
企業債償還金の減少に伴い、一般会計繰入金についても減少していくことが予測される。

[財務数値に関する目標について]　【参考資料５】
一般会計繰入金出資金相当分（基準外繰入分）の額を、2028年度までに50,000千円まで削減することを目指す。
毎年度純利益を確保することを目指す。
一人当たり借入金残高が200千円を超えないようにする。

[収益的支出の見通し]　【参考資料３－９】
人件費、維持管理費等の収益的支出については、平成29年度実績値を基準として試算。
計画期間中はおおむね経常的に黒字決算となる見込みであるが、長期的には、水洗化人口の減少により緩やかに減少していくと予想される
使用料収入に見合った処理原価となるようコスト削減に努める。
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

－

播磨町本荘雨水ポンプ場の維持管理業務について、引き続き民間委託を実施する。

2050年代以降の更新投資ピーク時には年間平均約5億円程度の事業費が必要となる見込
みであるため、現時点では必要な投資に備えて資金を留保しておくとともに、必要な更新
投資が実施可能となるよう、長期的にも年間更新投資額を平準化する方策を検討する。
また、ストックマネジメントの実施により適切な更新時期等の把握を行い、更新計画の策定
の基礎とする。【参考資料４－１】
さらに、更新投資時期の平準化を図り、継続的に事業（工事）を実施することで、技術的な
知識・ノウハウの継承を図るとともに、長期的な人員配置計画を作成し、人材のバランスを
保つことを目指す。【参考資料４－２】

引き続き流域関連公共下水道として事業実施する。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 －

－

使用料については、現行の水準を維持しつつ、他の収入とのバランスを考慮しながら安定
した経営に努める。

使用料の見直しに関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解
消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組
について、その内容等を記載すること。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
播磨町本荘雨水ポンプ場の維持管理業務について、引き続き民間委託を実施する。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

本計画を着実に実行していくため、PDCAサイクル（Plan【計画】→Do【実行】→Check【検証】→Action
【改善】）により継続的な評価・改善の仕組みを確立し、目標達成に向けた計画の推進を図る。
なお、財務数値に関する目標については、毎年度決算値をフォローアップすることにより進捗状況の
検証を行い、必要があれば本計画の見直しを検討する。

職員給与費に関する事項

計画期間中に実施される更新工事を経験する職員のほとんどは、2050年以降の更新工事
が実施される前に退職してしまうため、現状の予測通り、更新等の投資がほとんど実施され
ない期間が長期間にわたると、技術的な知識・ノウハウ等の継承が断絶する恐れが考えら
れるので、事前に人材を確保し育成することが必要となる。
そのためには、継続的に更新工事等を実施することにより、実務経験の不足を避け（更新
時期の平準化）、計画的に人員の採用、育成（人員計画の策定）を実施する必要がある。
【参考資料４－２】

その他の収益的支出に関する事項
水洗化人口の減少により緩やかに減少していくと予想される使用料収入に見合った処理原
価となるようコスト削減に努める。

修繕費に関する事項
ストックマネジメントを実施し、更新投資必要額を精緻に見積もることにより、更新投資の平
準化を図り、短期的に巨額な財源が必要となることを避けるとともに、計画的にメンテナンス
を実施することによりライフサイクルコストの低減を図る。【参考資料４－１】

その他の取組 －
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0

有収水量の推移

• 有収水量は水洗化人口の増加を受けて増加傾向にある

 水洗化人口は過去10年間で増加傾向にある（対H19年度比+13%）。

 有収水量も水洗化人口の増加に伴い、過去10年間では増加傾向にある（対H19年度比+5.6%）。

 水洗化人口増加の理由としては水洗化率の向上が挙げられるが、今後水洗化率は現在の水準を維持していくものと考

えられ、大幅な向上は見込めない。

 水洗化人口一人当たり年間有収水量は過去10年間で減少傾向にある（対H19年度比-6.5%）。

【参考資料１－１】

(出典) 本町資料

（千㎥/年）

（人）

（㎥/人）有収水量及び水洗化人口の推移

使用料収入＝有収水量×単価

人口× ＠有収水量

（人）

26,000

27,000

28,000

29,000

30,000

31,000

32,000

33,000

2,700

2,750

2,800

2,850

2,900

2,950

3,000

H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28

有収水量

水洗化人口

88

90

92

94

96

98

100

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

水洗化人口1人当たり年間有収水量の推移

1

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

使用料収入の推移

0

20

40

60

80

100

120

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

使用料収入平均単価の推移

使用料収入の推移

• 平均単価は単価改定の影響による増加がみられるものの概ね一定で推移している

• 使用料収入も単価改定の影響を受けて推移している

【参考資料１－２】

► 使用料収入

► 平成22年度の単価改定の影響を受け、それ以降の使

用料収入が増加している。当該影響を除けば概ね一定
で推移している。

(出典) 本町資料

► 使用料収入平均単価

► 有収水量当たりの使用料収入である使用料収入平均
単価は、平成22年度からの単価改定以降、概ね一定
で推移している。

使用料収入＝有収水量×単価

（千円）（円）
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2

有収水量・使用料収入の推移
【参考資料１－３】

• 今後、有収水量の減少により使用料収入は緩やかな減少が見込まれる

年間有収水量

► 使用料収入平均単価は単価改
定の影響によりH19年度比で増
加

使用料収入平均単価 使用料収入

► H19年度から使用料
収入は若干の増加

► 水洗化人口は増加 ► 水洗化人口一人当
たりの水量は減少

水洗化人口
水洗化人口
1人当たり水量

(H19→H28)
+5.6%

► H29年度はH18年度比で有収水量
は増加

H19年度からH28年度の有収水量・使用料収入の推移

(H19→H28) +13% (H19→H28) ▲6.5%

(H19→H28) +30%

年間有収水量 使用料収入平均単価 使用料収入

H30年度以降の有収水量・使用料収入の推測

水洗化人口
水洗化人口
1人当たり水量

► 将来的には人口減少社
会に入るため、長期的に
は減少が見込まれる。

► 今後は緩やかな減
少か横ばいでの推
移が予測される。

► 有収水量の緩やかな
減少により使用料収
入は減少が見込まれ
る。

(H19→H28) +23.3%

3
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兵庫県内の一般家庭用1か月20㎥当たり使用料の比較

使用料水準
【参考資料１－４】

• 兵庫県の各自治体との比較では、本町の下水道使用料は低い水準にある

(出典) 平成28年度地方公営企業年鑑

（円）

平均：2,652円播磨町

1,990円
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事業環境

• 年間有収水量は水洗化人口の増加を受けて増加傾向にある。

• 水洗化人口一人当たりの有収水量を時系列で比較すると、緩やかな減少傾向が見られる。節水機器の普及等
による汚水量の減少がその要因と考えられる。

• 今後、有収水量の減少により使用料収入は減少傾向となることが見込まれる。

【参考資料１－５】

収益

使用料
水準

► 本町の使用料単価は県内平均より低い水準にある。

【将来シミュレーションへの反映】

有収水量の減少を踏まえ、使用料収入の減少を見込む。

【将来シミュレーションへの反映】

最終的に使用料改定が必要と考えられる場合、他自治体の単価水準も参考に改定率を検討する。

5
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取得原価

管渠延長

現有資産の状況
【参考資料２】

• 将来の更新投資ピークに向けて、備えを行っていく必要があると考えられる

• 固定資産台帳に登録されている取得原価及び管渠延長を布設年度別に集計した。
• 1990～2000年度に布設した管渠が多く、供用開始から20~30年程度経過している。
• 管渠の耐用年数（50年）に鑑みると、今後すぐに更新投資が必要になることは想定されないが、将来の更新時の投資額は短期間で巨額になることが

想定されるため、更新に向け計画的に備える必要があると考えられる。

（千円） （m）
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水洗化人口の予測

• 以下の点から、本経営戦略の将来シミュレーションでは国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研）の推計数値を水洗化

人口の予測として採用する。

 「経営戦略策定ガイドライン」に、「人口ビジョンや国立社会保障・人口問題研究所が公表している将来推計人口を参考にす

ることが考えられる」とある。

 国土交通省公表の「立地適正化計画の作成に係るQ&A」Q8にも、「人口等の将来見通しは、～社人研が公表している将来

人口推計の値を採用すべき」とある。

【参考資料３－１】

• 将来的には緩やかな人口減少が想定される

（人）

※平成30年度版 社人研推計をもとに推計

2019年度：
33,583人

2028年度：
32,593人△約3％

7

有収水量の予測
【参考資料３－２】

• 長期的には、水洗化人口の減少により有収水量は緩やかに減少していくことが予測される

• 経営戦略期間内は、約0.8%の減少にとどまる予測となっている

（㎥）

2019年度：
2,988,469㎥

2028年度：
2,961,925㎥
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使用料収入の将来予測

使用料収入の予測
【参考資料３－３】

• 使用料単価は一定であるとの仮定のもと、将来の使用料収入を予測した。

• 使用料収入=有収水量×使用料単価

• 水洗化人口の減少に伴い、使用料収入はゆるやかに減少していくことが予想される

► 経営戦略期間内は、現状の水準程度で推移する予測となっている（約1％の減少）。
► 長期的には水洗化人口の減少により使用料収入は緩やかに減少していくと予想される。
► 使用料収入の減少に歯止めをかけるためには、人口増加施策や使用料改定の実施を検討する必要がある。

2019年度：
331,796千円

2028年度：
328,425千円

（千円）
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施設･設備の更新投資見通し

• 管渠については2050年代以降に更新ピークが到来すると想定される

• 直近で多額の更新投資が必要となることはないと考えられるが、更新ピークの時期が到来すると短期間で

多額の投資が必要となるため、更新時期の分散や投資財源の計画的な積み立てが必要になる

【参考資料３－４】

（百万円）

年間平均５億円程度の
更新投資が必要
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施設･設備の新規投資見通し

• 今後10年間で計画されている新規投資の必要額を予測・集計している

• 新規投資の内容は主に、ポンプ場の新設・調整区域に対する管渠拡張投資の実施等である

• 今後5年間で年間平均約5億円の投資を計画している

【参考資料３－５】

年間平均５億円程度の
新規投資を計画

11

一般会計繰入金の見通し

• 一般会計から受け取る繰入金等の金額の将来予測を集計している

• 今後50年間で約85.2%削減される見通しとなっている

• 経営戦略期間内（2028年まで）では、約43.2%削減される予測となっている

【参考資料３－６】

経営戦略期間内で約43.2%の減少

（百万円）
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●収益的収支（総括表） （単位：千円/年）

西暦年度
2019年～

2020年

2021年～

2025年

2026年～

2030年

2031年～

2035年

2036年～

2040年

2041年～

2045年

2046年～

2050年

2051年～

2055年

業務量 年間有収水量 2,987 2,979 2,959 2,893 2,810 2,725 2,642 2,560

収入の部 使用料収入 330,147 330,346 328,092 320,837 311,569 302,199 292,926 283,807

雨水処理負担金 107,599 103,139 103,523 91,576 86,073 79,134 65,888 49,069

他会計補助金 135,902 109,569 106,398 83,181 67,684 45,297 17,535 15,394

長期前受金戻入額 340,189 342,794 350,143 306,378 289,252 238,656 163,324 114,084

その他収入 3,690 277 277 277 277 277 277 277

計 ① 917,527 886,125 888,433 802,249 754,855 665,563 539,951 462,631

支出の部 人件費 37,903 37,903 37,903 37,903 37,903 37,903 37,903 37,903

委託料 34,612 34,612 34,612 34,612 34,612 34,612 34,612 34,612

流域下水道
維持管理負担金

115,454 115,454 115,454 115,454 115,454 115,454 115,454 115,454

減価償却費 542,756 556,963 571,749 508,519 479,103 426,357 327,055 201,478

支払利息 115,517 76,938 43,619 23,151 16,070 11,333 7,653 9,423

消費税及び
地方消費税

23,074 23,074 23,074 23,074 23,074 23,074 23,074 23,074

その他支出 26,327 24,345 24,345 24,345 24,345 24,345 24,345 24,345

計 ② 895,643 869,289 850,756 767,058 730,562 673,077 570,096 446,289

損益 ①-② 21,885 16,837 37,678 35,191 24,293 -7,515 -30,145 16,342

財政収支見通し 収益的収支

• 経常的に黒字決算となる見通し

【参考資料３－７】

※5年ごとの平均値を表示している

• 使用料収入は、人口減少の影響による有収水量の減少により緩やかに減少すると見込まれる。
• 一時的に長期前受金戻入額が減少することにより赤字となる年度があるが、おおむね経常的に黒字決算となる見通しである。
• 現状の見通しでは経常的に黒字決算となるが、緩やかに減少する使用料収入に見合った処理原価となるよう、コスト削減を図る必

要性も考えられる。

13

●資本的収支（総括表） （単位：千円/年）

西暦年度
2019年～

2020年

2021年～

2025年

2026年～

2030年

2031年～

2035年

2036年～

2040年

2041年～

2045年

2046年～

2050年

2051年～

2055年

収入の部 企業債 188,104 311,433 39,090 10,920 21,344 10,512 36,385 255,030

他会計補助金
（基準内）

80,163 78,699 47,210 8,002 8,073 9,899 11,531 14,047

他会計補助金
（基準外）

72,884 0 0 0 0 0 0 0

国庫補助金 147,170 311,433 39,090 10,919 21,343 10,512 36,384 255,030

他会計出資金
（基準外繰入相当分）

166,301 139,152 56,044 0 0 0 0 0

計 ① 655,514 840,718 181,434 29,841 50,760 30,922 84,301 524,107

支出の部 建設改良費 345,140 622,865 78,179 21,838 42,686 21,023 72,769 510,059

企業債償還金 525,365 504,482 368,644 163,425 114,064 106,109 87,563 66,015

計 ② 870,506 1,127,347 446,824 185,263 156,751 127,132 160,331 576,074

過不足額 ①-② -214,992 -286,630 -265,390 -155,423 -105,990 -96,209 -76,031 -51,967

●資金残高・企業債残高（総括表） （単位：千円）

西暦年度 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年
企業債残高 4,801,448 3,917,506 2,469,819 1,836,936 1,380,434 918,954 681,759 1,645,812

資金残高 121,558 121,558 121,558 533,763 1,069,535 1,484,420 1,767,193 2,021,033
資金収支

財政収支見通し 資本的収支
【参考資料３－８】

• 2050年代以降の更新投資ピーク時には年間平均約5億円程度の事業費が必要となる。
• 一方で、2026年～2050年は年間平均約0.2~0.7億円程度の事業費と試算されており、年度ごとの必要事業費にバラつきが大きい

状況にあると考えられる。
• 資金に関しては順調に残高が増加する予測となっているが、更新投資を平準化した際には資金増加の傾向が緩やかになることが

想定される。
• 現時点では必要な投資に備えて資金を留保しておくとともに、更新投資時期の前倒し等による平準化を図ることが改善策として考え

られる。

• 資金残高はプラスで推移する予測、2051年以降に更新投資のピークを迎える

13
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将来予測のまとめ
【参考資料３－９】

 今後予定されている新規投資を計画的に実施したのち、管渠・その他施設の更新を計画的に実施していく必要があると考え
られる。

• 将来予測の結果、毎年度おおよそ純損益が発生し、資金残高もプラスで推移する予測となっている

(棒グラフ:千円) (折れ線:%)

• 経常的に純利益が発生し、資金残高もプラスで推移する。

純損益及び資金残高

• 水洗化人口の減少に伴って、緩やかに減少していく。

使用料収入

• 今後約10年間は新規の投資が見込まれ、2050年頃以降に

更新投資がピークを迎える。

建設改良費
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（百万円）

モノ視点での経営課題
【参考資料４－１】

• 更新投資が必要になる時期が2050年代以降に集中しており、反対にそれ以前はほとんど投資の必要がない予測となっている。
• 更新工事を短期間でまとめて実施した際には、住民に与える影響も大きなものとなることが考えられる。
• また、短期間で集中的に更新を実施することは、人材・資金のリソースの面でも負担が大きくなる。

• モノ視点での経営課題への対応として次の点が考えられる。
 更新投資時期の平準化の検討
⇒必要な更新投資が実施可能となるよう、更新投資時期を平準化する方策を検討する。

 ストックマネジメントの実施による、要投資額や更新時期の精緻な見積もり
⇒ストックマネジメントを実施し、更新時期や投資額、工法等の更新計画策定の基礎となる情報を得る必要がある。

• 更新投資時期が短期間に集中
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職員数

ヒト視点での経営課題
【参考資料４－２】

• 現状の投資時期の予測では、更新等の投資がほとんど実施されない期間がおよそ25年間と長期間にわたる（2026~2050年）。
• しかし、今後10年間で実施される投資を経験する職員のほとんどは、2050年以降の更新投資が実施される前に退職してしまう。
• この期間中に技術的な知識・ノウハウ等の継承が断絶する恐れが考えられる。
• 投資のピークが到来した場合には、多くの経験豊富な人員が必要になると考えられるため、事前に人材を確保し育成することが必要と

なる。

• ヒト視点での経営課題への対応として次の点が考えられる。
 更新時期の平準化 ⇒ 継続的に更新工事等を実施することにより、実務経験の不足を避ける必要がある。
 人員計画の策定 ⇒ 適時に必要な人材を配置できるよう、計画的に人員の採用、育成を実施する必要があると考えられる。
 技術人材の確保 ⇒ 将来的な技術職員の不足に備え、必要に応じた技術職員の増員が必要と考えられる。
 技術人材の育成 ⇒ 現場管理を担うためには一定の経験が必要であるため、計画的な育成が不可欠である。

• 技術的なノウハウの継承が断絶する可能性がある

（人） （百万円）
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カネ視点での経営課題
【参考資料４－３】

• 建設改良費の推移グラフからもわかるように、将来的に更新投資が本格化してきた際には、多額の財源が必要となることが予測される。
• 短期的に財政的な負担が大きくなってしまうため、投資額の負担の平準化を図る必要があると考えられる。
• 大規模災害の発生等の有事の際には、下水道使用料収入が激減する一方、災害復旧に要する支出が莫大な額となることが想定される。
• そのような場合には国や県からの補助を受けられることが想定されるものの、機動的な対応を実施するために、本町としても平時から安

定的な経営・財政的な備えを行う必要があると考えられる。

• カネ視点の経営課題への対応して次の点が考えられる。
 更新投資額の平準化⇒年間更新投資額の平準化を図り、短期間に集中した資金需要を分散させる必要があると考えられる。
 ストックマネジメントの実施⇒更新投資必要額を精緻に見積もり、投資額平準化のために必要な基礎的情報を得る必要がある。
 財務数値に関する目標値の設定⇒安定的な経営を実現するために、財務数値に関する目標値を設定する。

• 更新投資に対する財源の確保

• 有事の際も対応可能な安定した経営・財政的な備え

（％）（百万円/年）
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財務数値に関する目標
【参考資料５】

• 安定的な経営を実施するため、以下の財務数値に関する目標を設定する。

• 出資金（基準外繰入相当分）の額を、2028年度までに50,000千円まで削減する。

• 公共下水道事業は地方財政法上、独立採算制を基本原則とすることが定められて
おり、その経営に伴う収入をもってその経費に充てることが理想となる。公営企業が
独立して安定した経営を行うために、徐々に一般会計からの出資金（基準外繰入相
当分）を削減することは重要な意義を持つものとなる。

出資金（基準外繰入相当分）

• 毎年度純利益を確保する。

• 公営企業において、利潤を追求すること自体は目的とはならないが、純利益は企業
経営の良否を把握するための共通の指標となるため、純利益を継続的に確保するこ
とが安定した経営にとって重要となる。

純利益

• 一人当たり借入金残高が200千円を超えない。

• 将来世代に対して現在以上の債務負担を残さないために、現状の一人当たり借入金
残高の水準を超えないよう努めることが、長期的な経営において重要となる。

一人当たり借入金残高
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